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研究ノート
「オークンの法則」について
堀 •江 義
1. はじめに
Okunは， 日本語としては「オークン」または「オーカン」と読まれているようである。
小論においては，特に強い理由があるわけではないが「オークン」と記すことにする。
ところで， 黒坂• 浜田([3])によれば， オークンの法則はイェール大学においては
「アメリカで不変な唯一の法則」と言われているそうである。筆者はアメリカの事情につ
いては全く疎いものであるが，この法則はそれほどまでに大きな意義を持つものであろう
か，筆者個人としては気になるところであった。気になることの一つは，この法則と従来
の生産関数との関係はどうなるか，ということである。その後，この問題に関わっていく
つかの文献に当たってはみたものの，ほとんどの文献において生産関数とオークン法則と
は並列的に取り扱われており，直接に両者の関係に触れているものは皆無であった。 (8t
密に言えば，横井義則・堀江義「マクロ経済要論」（中央経済社， 1987年）においては，
両者は矛盾ないものとして取り扱われているが，小論の見解は同書を踏襲するものではな
い。）
もう一つ気になることは，オークンの法則とは厳密に何を表しているのであろうか，と
いうことである。これが，論者によって必ずしも一致しているわけでもない。
従って，主としてオークン ([4])に即しながら，オークンの法則，および生産関数と
オークン法則との関係，について整理をしておくことが小論の目的である。
2. 産出量と失業率
マクロ経済学のテキスト的解釈に従えば， 短期における産出量 Yは失業率 Uとの間
に一意的な関係が成立することが簡単に導かれる。そして， Tを関数記号とすれば，それ
は(1武のような Uの減少関数として表わされる。
(1) Y=T(U) ; dT/dU<O, がT/dぴ<o
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この関係の基になっているのがマクロの生産関数である。これを
(2) Y=F(K, L) ; K=資本ストック， L=雇用量
としよう。ここでは短期分析を取り扱っているので Kは定数と見なされる。 さらに， F
の Lに関する一次偏微分係数はプラス，二次偏微分係数はマイナス， と仮定されてい
る。この仮定は，短期（同一期間）においては失業率の減少は労働生産性の減少をもたら
す，という意味を含んでいることは言うまでもない。ところで， N=労働供給量とすれば
(3) U=1....:.L/N 
であるから， (2)は Y=F(K,(1-U)N)と置き換えられる。この式の右辺は Uのみの関
数であるから，これを T(U)と簡単化すれば(1)がえられる。
ここまではよい，とするならばオークンの法則は不用である。われわれは従来の生産関
数をそのまま用いて， YとLとの関係を YとUとの関係に置き換えるだけでよいは
ずである。従って，むしろわれわれとしてはオークンがあえて「オークンの法則」と呼ば
れるものを提起するに至った事情を考えてみる必要がある。
オークンは生産関数，特にコプ・ダグラス生産関数（以下， CD関数と略記する）には
批判的であった。より細かく言えば，価格機構と結合されたCD関数がもたらす理論的帰
結には批判的であったと考えられる（この点にかんしては[5 ] pp. 13-16を参照）。その
ためにオークンは，生産関数が含意するところとは独立に，専ら現実のデータから統計学
的に導出できる法則 (Ruleof Thumb)を探索しようとしたに違いない。
y 
? 100 . % u 
第1図
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いま(1)式を図示すれば第1図のような曲線で表わされる。もしオークンの法則が，この
曲線のように上に凸になることを意味するのであれば，やはりわれわれはオークンの法則
を別個に必要としない。 となれば， オークンの法則が独立の意味を持っためには， Yと
U との関係が後に説明する第2図の(4)または(5)のようになることを主張するものでれば
なけならない。
ではオークンの法則とは何を意味しているか，これについては次節で述べるとして，そ
の前に一つ確認しておくべきことは Lと U との測定単位についてである。 Lは， (2)に
おいては「人・時間」の単位で測られるのが普通である。そうであるなら， (3)における L
および Nも同じ単位で測られているはずのものであるが，現実の統計データは「人数」
単位で示される。理論だけの分析ならばともかく，実証分析においてはこの点の区別が必
要となる。オークンの法則は実証分析からえられた経験則であるから，この点の考慮は不
可欠である。
そこでわれわれは，後の分析のために改めて次のように単位を確定しておこう。 Lは
「人数」単位で測られる。次に，平均労働時間を Hで表わし， HL=Lhによって「人・
時間」単位の労働量を示す。これに対応させて(2拭；も
(2') Y=F(K, ら）
と書換えておく。このように書き換えても，平均労働時間 Hを不変とする限りこれまで
の説明はそのまま成立する。
3. オークンの法則
オークンの法則とは何を意味するのか，論者によって必ずしも一致しているわけではな
いようである。従って，本節においてはオークンの法則そのものを明確にさせておかなけ
ればならない。
いま，ある期間の実質GNP(=産出量）を Y,同じ期間の失業率を Uで表わすこと
は前節と同じである。同じ期間の潜在GNPを Ypで， また完全雇用失業率を Upで表
わす。この時，
(4) Yp/Y-l=a (Up-U), ただし a(<O)は定数
が成立することをもってオークンの法則とするのが一つの解釈である。ここで完全雇用失
業率と名付けられたものは， 「インフレ圧力を伴わない範囲内で最大産出量をもたらすよ
うな失業率」([4 ])という意味であり， それは4彩とされている。オークンは「完全雇
用」の概念を
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The full employment goal must be understood as striving for maximum 
production without inflationary pressure ([4], p. 146). 
と考えており，ここでは4%の失業率がそれに当たる。また，この失業率に対応する実質
GNPが潜在GNPである。
もう一つの解釈は，
(5) Y-Yp =b(U-Up), b(<O)は定数
とするものであるが，上の二つは同一のものではない。それ故，われわれとしてはどちら
か一方をオークンの法則として確定しなければならないが，結論から先に記せば，小論に
おける「オークンの法則」とは(4)式の方である。
ちなみに， (4)および(5)を第1図と同じ座標軸によって固示すれば， (4)は第2図のように
下に凸な曲線， (5)は右下がりの直線になる。従って， (4)と(5)との差は大した問題ではない
との考え方もできるだろう。もしそうであれば， (4)と(1)との差も同様に大した問題ではな
いのであって，結局は(1),(4), (5)の差は大した問題ではないことになり，そうなればあえ
て「オークンの法則」を提起する必要もなくなると言わねばならない。
?
(4) 
OI UP u 
第2図
4. オークンの法則と三つの命題
当初，オークンは三つの異なった定式化を試み，それぞれの推定を行っている。それら
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の詳しい説明は黒坂•浜田 ([3]) に見られるので，ここでは結果のみを簡単に再記して
おこう。
(6) .JU=O. 30-0. 30.JY/Y : 第1命題
(7) U=3. 72+0. 36・gap : 第2命題
{8) (lOO-U)/000-Up)=(Y/Yp)", Yp=Yp(O) exp(rt): 第3命題
上の(7武において， gap=(Yp-Y)/Y=Yp/Y-1である。ついでながら， Dombush
and Fisher ([ 1 ])は gap=l-Y/Ypとしているが， Ypと Yとがそれほど差がない限
りは，両者の違いはそれほど問題とするに当たらない。オークン自身は定義式を明示して
いるわけではないが，
When the unemployment rate is four percent potential GNP is. estimated 
as equal to actual ; at a five percent rate of unemployment, the estimated 
"gap" is 3. 2 percent of GNP. (op. cit., p. 150) 
という文における3.2%という数値は gap=Yp/Y-1から求められるものである。
(8武における c,rはそれぞれ定数， また tは時間を表わす変数， Yp(O)は選ばれた
基準時 (t=O)における潜在GNPを示す。 Up=4(96)としてえられた推定結果は， C
（弾力性係数）=O. 35~0. 40, r=3. 9 (1947-60年の四半期デー タ）， 3. 5 (for the post-
Korean period), 4. 5 (1947-53年）などとなっている。
上のいずれの式においても Uは96の単位で測られている。なお，第1~第3命題とい
う命名は筆者による便宜上のものである。
さて，ォークンは以上のような種々の推定結果を総合して，産出量と失業率との間には
近似的に3対1の関係が成立すると見なした。より具体的には
(9) Yp=Y{l+0.032(U-4)} 
という関係を導いた。この式を変形すれば
Yp/Y-1=0. 032(U-4) 
がえられることは容易にわかる。上式の数値4が Upを意味していることは言うまでもな
い。これは，われわれの(4)式において a=-0.032と置き換えたものに他ならない。かく
して，われわれが(4)式をもって「オークンの法則」と呼ぶことに異論はないだろう。
さらに，念のためにわれわれは，その後のオークン自身の見解 ([5])にも触れておか
ねばならない。そこでは「196の失業率の増加が約396の実質GNPの減少を伴う」 (p.
228), ということをもって「オークンの法則」とされている。そして，この命名はオーク
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ンの同僚によるものである。ここでの「オークンの法則」は，⑨式において Ypと Yと
入れ替えたものに対応する。 しかも，短期においてはちは定数であるから，簡略化す
れば(5)式が導かれる。ここに至ってオークン自ら「オークンの法則」を曖昧にしてしまっ
た，と言わざるをえない。
オークンが分析の対象とした1950年代のアメリカ合衆国は幸いにも失業率が非常に小さ
<, Ypと Yとの差はそれほど大きくなかった。そのような状況においては，上述の Yp
と Yとの交換は数値的にはほとんど問題はない。しかし逆に言えば，このような操作は
完全雇用の近傍においてのみ可能であって，それだけ「オークンの法則」の適用範囲を限
定することに他ならない。われわれにとって必要な法則は，むしろ失業率が大きいような
経済にも適用可能なものではないだろうか。
さらにつけ加えれば，オークンの第1命題は異時間のデータによる推定であるが，これ
も同一時点の関係式として読み替えがなされている。このような読み替えも完全雇用に近
い経済ということが前提になっている。これもまたオークンの法則の適用範囲を限定する
ものに違いない。
5. 生産関数
オークンの法則は，資本ストックの変動に関しては明示的には触れるところがない。こ
れは，資本ストックの概念の曖味さ，あるいはデータ入手の問題が避けられるという意味
では長所であり，一つの魅力である。じかし，現実に資本ストックが存在し生産量に影響
を与えているということを否定しているわけではなく，オークンは短期の問題として雇用
と産出量との関係を考えたがために，資本ストック＝一定， と仮定したまでのことであ
る。
けれども，それでもまだ問題は残る，というのがわれわれの考えである。オークンは，
統計学的手法によって(9)を導いた上で，それが成立する経済学的根拠についても検討を加
えている。そこでは，労働生産性や労働時間が失業率と関連してどのように変化している
か，の説明が行われている。
そうであるならば，労働生産性や労働時間はまた資本設備の稼働率とも関係があると考
えてもおかしくはない。事実，稼働率は景気の局面によってかなり大きく変動することは
認められるところであり， これは短期の分析といえども無視しえないことではなかろう
か。そして，これをも考慮しようとすればわれわれは今のところ，やはり生産関数に頼ら
ざるをえない。われわれは，生産関数（とりわけマクロ生産関数）の概念に疑問を抱く論
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者の存在を知らないわけではない。しかし，経済理論的根拠はともかく，現実のデータに
基づく推定というオークンと全く同じ統計学的手続きに従えば，生産関数（ここでは特に
CD関数）もまたオークンの推定以上に当てはめがよいことも事実である。
筆者は日本のデータを用いて簡単なCD関数を推定したこともあるが([2 ]), より複
雑な型のものは「経済白書」（経済企画庁， 1989年）にも見られる。それらの統計的信頼
度は非常に高いと言ってよい。ただし，それらは労働時間や稼働率を考慮した生産関数で
はない。他方，『経済白書』 (1990年）は労働時間および稼働率を考慮してCES生産関数
を推定しているが，これも結果は極めて良好と言うべきである。われわれとしては，労働
時間や稼働率を取り込んだ生産関数を提示し， しかもそれが統計学的に見てオークンの推
定結果よりも良好な結果をもたらすなら，オークン法則に頼る必要はないと考える。
とは言え，筆者は上記のCES生産関数に満足しているわけではない。周知のように，
CES生産関数は一つの企業行動や一つの市場構造を特定化する手続きを経た上で求めら
れるものであり，それは純粋に生産の技術的関係の表現とは言い難い。ここにはオークン
がCD関数を対象に問題としたことと同じ問題が含まれている。従って，われわれとして
は企業行動や市場構造とは独立な生産関数を前提にオークンの法則を論じる必要がある。
そこでわれわれは(2')をさらに修正して，稼働率をも考慮した生産関数を次のように定式
化しよう。
UO) Y=A(Zめq(HL)H,qは定数
ここに A=定数， Z=稼働率， K=資本ストック， H=平均労働時間， L=雇用量（人）
である。これに対応して，潜在GNPに関しては
(1) Yp=A(Zp幻 (HpN)曰
が成立する。ただし， Zp=最大稼働率， Hp=最大労働時間， N=労働供給量である。現
実には，るおよび出をどのように決定するかという問題があるが，いずれにせよ，ぁ
る時点においてこれらは定数である。（潜在GNPの決め方に関しては前掲の 1989年度版
「経済白書』 p.479, 「2.潜在生産水準の推定」が参考になる。）
6. オークンの法則と生産関数
さて， UO)式を前提とするならばオークンの法則はどのように解釈されるであろうか。ここ
で， Z/Rp=Z,H/Hp=hとおくことにより， UO)および(1)から
Y/Yp=z'lh1-q(L/ N)H 
がえられるが， L/N=l-U(なお， ここでの失業率は％の単位ではない）により上式から
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(Yp/Y)-1バ＝が/'h(l-U),ただし S=l-q
あるいは，この変形として
U2) U=1-h-1戸/•(Y/Yp)V•
が成立する。この式から第3命題との対応を考えることもできるが，その点は後に触れる
として，われわれはU2lの右辺を Y=Ypの近傍においてテイラー展開して簡単化すること
を試みよう。その結果，
(Y/Yp)V'=l-(Yp/Y-1)/s 
がえられるから， U2)は次のように書き換えられる。
U3) U=a+ {J(Yp/Y-1) 
ただし， a=l-1/(hz9/•), fJ=l/(shがバ）である。
この式と(9武とを対比するならば， U3l式はわれわれにオークン法則の妥当性を判断する
目安を与えるものであることがわかるであろう。すなわち， もし aおよび fJが共に定
数であることが期待されるなら， 言い替えれば， hとzとが互いに逆方向に変動するこ
とが期待されるなら，オークン法則は成立の根拠をえる。しかるに，われわれの予想は，
稼働率 Zと労働時間 Hとは同一方向に動くであろうということであり， この推論が正
しい限りオークン法則の成立する根拠はむしろ薄い，と結論せざるをえない。
試みに ZとHとの相関関係を見たものが第9節の門に示されている。 また， われわ
れの推定したUO)式は同じく第9節（ホ）に示されている。
7. その他の問題
筆者の理解する範囲で言えば，オークンは現実の経済現象を市場機構と CD関数との結
合によって説明することには懐疑的である。この点では筆者もオークンの見解に同意す
る。
確かに，今日までわれわれが教えられてきたように，[1 J完全競争市場， [2]企業の短
期の利潤極大化行動，を前提にして， CD関数を用いれば，①所得分配率一定，③労働の
限界生産力逓減（同時に，平均生産性逓減）， という結論は避け難い。しかし， これらの
結論はひとり CD関数のみの所為ではない。筆者はむしろ上記[1 ],[ 2]の前提の方こそ
非現実的ではなかろうかと，考えている。
もし筆者の立場が認められるとすれば，オークンの疑問のうちの①についてはここでは
触れる必要はない。しかし，②については実証的にチェック可能な事柄なので，われわれ
の手法で答えておく必要がある。
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第3図
従来のCD関数に従えば失業率の減少と共に労働生産性は低下しなければならないが，
現実のデータから判断すれば，むしろ失業率の減少と共に労働生産性は上昇している。こ
れがオークンのCD関数に対する批判の一つであるが，皿式はこれにどう答えるか。第3
図にはUOlに基づく生産関数が3本描かれている。それぞれは，異なった稼働率 Zi,Z2, 
Zsに対応しており， Z,<Z2<Zsである。横軸はらである。いま，雇用量の大きさに
応じて生産が Vi,Vi, Vaのように実現されるとしよう。この場合， Vi,V2, Vaに移る
に従って労働生産性が上昇することがわかるであろう。つまり，稼働率の変動を考慮する
ことにより短期においても生産関数はシフトする。これによって失業率の減少と労働生産
性の上昇とが矛盾しない形で結び付く可能性が生じる。もちろんこれは一つの起こりうる
ケースであって，必ずこうなることを示すものではない。しかし， CD関数が労働生産性
の上昇を排除しているものではないことを示すにはこれで十分である。
もう一つ残されている問題は第3命題についてであるが，われわれはこれについては懐
疑的である。第3命題は二つの式からなるが， Yp=Yp(O)exp(rt)とするのは便宜的では
ないだろうか。なぜなら， 仮に潜在GNPを求める際の Hp,Zpは時間を通じて一定で
あるとしても， Kおよび Nは一定の成長率で成長するとは限らないからである。この点
に関しても「経済白書」 (1989年）が参考になる。（特に，同書， p.403の第5-1-18図を
参照。）
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これを一つの疑問点とすれば，もう一つの疑問は弾力性係数に関係する。いま(12)式を変
形すれば
(1-U)/(1-Up) =8(Y/Yp)V• 
が与えられる。ただし,8=1/((1-U)hzqパ）である。ここでもし 0が定数に近い動きを
するならば，形式的には恐らく第3命題の第1式に近い関係がえられるだろう。しかし，
1-U, h, zは最気の変動によって同一方向に変化するから 0が不変となることは期待
できない。さらに，たとえ 0を定数と見なしえても， 1/sが(s:式における Cに等しくな
る保障もない。かくして，われわれは第3命題に関しては，その推定手続きをも含めて納
得し難い。
8. 要約
産出量は失業率の減少関数として， しかも直角双曲線として表わされる。これがオーク
ンの法則である。
オークンの法則は短期のマクロ生産関数とは相容れないものである。ただし，それは労
働時間や稼働率の変化を考慮しない場合の生産関数である。
労働時間や稼働率を考慮したコプ・ダグラス生産関数は統計学的に見てオークンの推定
結果に劣らず良好である。
そうしてえられたコブ・ダグラス生産関数に基づく限り，オークン法則は成立し難い。
コブ・ダグラス生産関数を採用しても「労働生産性の逓増」は説明可能である。
9. 付録
以下に示される各種の推定結果は本文を作成するに当たって参考にしたものである。本
文のねらいは推定方法や推定値の厳密化そのものではないので，あくまでも各変数の変化
の動向を大まかに把握することに主眼がある。従って，たとえば，ダービン・ワトソン比
や有意水準などを記すことは省略されている。なお， 推定式の下の括孤内の数値は t値
の絶対値， RR, SEはそれぞれ自由度修正済み決定係数， 被説明変数の標準誤差を示
す。
（イ） 稼働率と失業率
稼働率は失業率とは逆向きの変化をすると考えられる。参考までに，これらの数量的関
係を単純最小二乗法で推定したものを下に掲載する。 Uは彩の単位で測られており， u_, 
は前年の Uを表わす。また， Zは無名数であるが， 1969年の値を 1としている。考察の
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期間において，その年の稼働率が最大値を取っているからである。期間： 1967~19郎年。
年次デークを使用。資料：「経済統計年報」（日本銀行統計局，各年）。
(A 1) Z=l. 029-0. 075U : RR=O. 454, SE=O. 056 
(4.08) 
(A 2) Z=l. 023-0. 2635AU-O. 066U→ : RR=O. 723, SE=O. 037 
(5. 73) (4. 90) 
（口） 労働時間の趨勢
常用労働者の平均労働時間は， 196吟三代の後半から見る限り，わずかながら減少傾向が
ある。期間および資料は（イ）に同じ。 Hは年間労働時間， H→ は前年の H を表わすこと
も（イ）と同じである。 t(=l,2,3,…）は時間変数であり， 1967年を t=lとしている。
(A 3) H=2254.18-0. 9119t: RR=O. 592=0. 592, SE=50. 36 
(5.39) 
(A 4) H=536. 79+0. 7417K1+68. 3032/t: RR=O. 941, SE=19. 66 
(9. 16) (2. 16) 
(A 5) H翌54.30+0. 8778H-1 : RR=O. 926, SE=21. 39 
(15.87) 
り稼働率と労働時間
以上から予想されるように ZとHとの間には正の相関が見られるはずである。 しか
し，他方で Hは時間を通じて減少傾向にあることもわかっている。これらの関係は次の
諸式によってほぼ確認できる。
(A 6) H=1240. 91+1027. 87Z: RR=O. 799, SE=35. 37 
(8.91) 
(A 7) /nH=7.2558+0.4713Z: RR=0.805, SE=0.0159 
(9. 09) 
(A 8) /nH=7.3789+0.3577Z-0.0020t: RR=0.892, SE=0.012 
(7. 30) (3. 92) 
目労働時間と稼働率との比率： 7J
以上のうちから特に(A2)および(AB)を採用可能とするならば， 71=H/Zは U,U→ お
よび tの関数となることが予想される。 (A2)および(AB)から計算によって求めること
も出来るが．ここでは直接データから推定する方法をとってみよう。
(A 9) 71=3808. 01-332. 4767U-i-1296. 93/U: RR=O. 764, SE=60. 04 
(6. 01) (7. 50) 
(AlO) 71=4523. 77-395. 5127Uー1-3757.86/(U+l.O):RR=0.782, SE=57.71 
(6. 59) (7. 90) 
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(All) ln71=7. 8502+0. 2928/n(U-O. 57)-0.1549/n(U→一0.57)-0. 0076t 
(8. 05) (4. 26) (3. 09) 
: RR=O. 809, SE=O. 022 
悧生産関数
日本経済の生産関数の推計については既述「経済白書」（経済企画庁， 1989年， 1990年）
が参考になる。ここでは， より簡単なものを示しておこう。 y=Y/(HL)(円／人・時間）
k=(ZK)/(HL)(円／人・時間）とする。ただし， Y,kは1980年価格表示の実質値。期
間： 1~66~1987年。 t については， 1966年を t=l としている。
(A12) ln(y)=2. 8086+0. 6160/n(k) : RR=O. 984, SE=O. 039 
(34. 78) 
(A13) ln(y)=l. 9476+0. 7447/n(k)-O. 0096t: RR=O. 985, SE=O. 038 
(8. 13) (1. 43) 
(A14)・ln(y) =4. 4627+0. 3506/n(k)+0.1582/n(t) : RR=O. 994, SE=O. 024 
(7. 41) (5. 77) 
また， 1966~1974年について d=O,1975~1987年について d=lとして，
(A15) ln(y)=l. 5335+0. 3283/n(k)+0.1477/n(t)+O. 0467d 
(8. 29) (6. 46) (3. 16) 
: RR=0 . 996, SE=O. 020 
がえられる。なお，上の式はあくまでも生産の技術的関係を表わすものとして考えられて
いる。そこへ市場構造や企業行動の仮定を加味するかどうかは，これはまた別の問題であ
る。
付失業率と労働生産性
本文にも触れたように，稼働率を考慮すれば失業率の減少と共に労働生産性が減少する
かどうかは必ずしもわからない。これは分析対象とする国によっても事情は異なるであろ
う。一例として， (All)および(A12)を基にしてこの問題を考えてみよう。
まず(Al2)は次のように書き換えられる。
(A16) y=B{11(1-U/100)}-"'1 
ただし， B=(Kl N)tJ , exp(2. 8086), q=O. 6160である。また， ここでは Uは彩の単位
で測られていることを想起しておこう。次に(All)は
(A17) 11=C(U-μ)m 
と変形される。ただし， C=exp(7.8502-0. 0076t)(U→一μ)-0.1549,11=0. 57, m=O. 2928, 
である。これら(Al6)と(A17)とから
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y=D{(1-U/100)(U-μ)叫_,,,ただしD=BC_,,
が成立するから，
945 
(A18) ク=(1-U/lOO)(U-μ)m 
とおけば， y=Dクイと簡単化される。ここで， ある時期をとれば Dは定数であるから，
yはダのみの関数であり， しかも dy/dx<oである。このことから．
i)もし X が Uの増加関数なら， Uが増加するにつれて yは減少する，
i)もしズが Uの減少関数なら， Uが増加するにつれてツは増加する，
ということがわかる。
ところで(A18)において， (μ+lOOm)/(l+m)=入(>μ)とおけば，
D<U<μ のとき，
μ<U<入のとき，
入<Uのとき，
dx/dU<o 
dx/dU>O 
dx/dU<o 
U=μ または入のとき， dx/dU=O
が成立する。 これを基にして yと Uとの関係の概略をグラフ表示したものが第4図で
ある。われわれが対象とした日本の経済においては μ=0.57<U<23. 09=1であるから，
この範囲においては，失業率が増加するにつれて労働生産性は低下する。
なお，上の説明に当たってわれわれは生産関数に(A12)を採用したが，他の式を用いて
もyと Uとの基本的な関係は変わらないことを付記しておこう。
¥I 
?
??
? ↓ ?
100 u 
第4図
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〔データ〕
年 1失業率 稼働率 労働時間 労働生産性
u 
形
H/12 
時間
?
円／人・時間
1966 1. 329 
1967 1. 264 
1968 1.166 
1969 1.118 
1970 1.145 
1971 1. 234 
1972 1. 404 
1973 1. 277 
1974 1.375 
1975 1. 879 
1976 - 2.008 
1977 2.018 
1978 2.242 
1979 2.091 
1980 2.018 
1981 2. 208 
1982 2.355 
1983 2. 649 
1984 2. 716 
1985 2.616 
1986 2.774 
1987 2.844 
1988 2. 514 
z 
1969=1 
0.899 
0.972 
0.995 
1. 000 
0.975 
0.920 
0.926 
0.961 
0.880 
0. 750 
0.812 
0.806 
0.836 
0.886 
0.887 
0.846 
0.821 
0.832 
0 . 880 
0.882 
0.841 
0.842 
0.892 
193.2 
193.0 
192. 7 
190.0 
186.6 
184.8 
183.8 
182.0 
175.5 
172.0 
174.5 
174. 7 
175.2 
176.2 
175.7 
175.1 
174. 7 
174.8 
176.3 
175.8 
175.2 
175.9 
175.9 
913.3 
993.3 
1104.1 
1244.4 
1349.4 
1425.7 
1567.5 
1614.9 
1678.0 
1786.0 
1808.7 
1877.3 
1945.9 
2010. 2 
2074.4 
2133.2 
2184.9 
2226.1 
2305.7 
2394.5 
2453.0 
2549.'6 
2640.0 
注：労働時間は月間平均時間。稼働率は，稼働率指数データを196吟三
のそれを1として計算。
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